
 - 1 - 

「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」の結果概要 

 

第１ 調査対象等 

１ 調査対象 

全国の 60 歳以上の男女 

 

２ 調査事項 

（１）住宅に関する事項  

（２）生活環境に関する事項 

 

３ 標本数及び有効回収数 

（１）標本数       3,000 

（２）有効回収数（率）  1,886（62.9％） 

 

４ 調査実施期間 

  平成 17 年 12 月８日～平成 18 年１月９日 

 

 

第２ 結果概要 

１ 住宅の状況 

  現在、住んでいる住宅で困っていることがある者は、４割を超えている。 

 

・住宅で困っていること（Ｑ６） 

現在、住んでいる住宅で困っていることがあるかについてみると、「何も問題点はな

い」者は 56.4％であり、４割を超えた者が困ったことがある。困っている理由をみる

と、「住まいが古くなりいたんでいる」が 15.8％で最も高く、次いで、「住宅の構造（段

差や階段など）や造りが高齢者には使いにくい」が 10.8％、「日当たりや風通しが悪

い」が 9.8％、「台所、便所、浴室などの設備が使いにくい」が 8.3％の順となってい

る。 

前回調査（平成 13 年）と比較すると、「何も問題点はない」とする者の割合は減少

し（63.7％→56.4％）、困っていることがある者が増えている。 
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図１－６ 住宅で困っていること（Ｑ６)（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ リフォーム 

過去５年間に自宅をリフォームした経験がある者は約４割で、その９割以

上が満足している。 

リフォームのきっかけには、自ら必要性を感じたことが７割を占めている

が、自宅を訪問してきた業者の勧誘も約５％となっている。 

一方、リフォームの経験がある者の７割は、工事を行った業者としか相談

をしておらず、第三者の意見を聞いていない。   

 

（１）リフォームの経験の有無（Ｑ９） 

過去５年間のリフォームの経験についてみると、「改造（リフォーム）はしていない」

が 60.3％となっており、約４割の者がリフォームを経験している。 

 

住まいが古くなりいたんでいる

住宅の構造（段差や階段など）や造り
が高齢者には使いにくい

日当たりや風通しが悪い

台所、便所、浴室などの設備が使いに
くい

住宅が狭い

住宅が広すぎて管理がたいへん

部屋数が少ない

家賃、税金、住宅維持費など住宅に関
する経済的負担が重い

転居を迫られる心配がある

その他

何も問題点はない

無回答
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（36.3） 
※ 括弧内は「何も問題点は

ない」者を除いた割合 
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図４－１ リフォームの経験の有無（Ｑ９）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）リフォームの満足度（Ｑ９－ＳＱ４） 

リフォームの満足度についてみると、「満足している」が 41.1％、「まあ満足してい

る」が 52.0％で、これらを合わせた「満足（計）」は 93.0％と９割を占めている。 

 

塗装、防水などの外壁の補修

瓦のふきかえなどの屋根の修復

浴槽を入りやすいものに取替え

手すりの設置

台所のコンロを安全で使いやすいものに取替え

和式便器を洋式便器などに取替え

流しや洗面台を使いやすいものに取替え

シロアリなどの防虫駆除

トイレに暖房装置を取り付け

浴室に暖房装置を取り付け

住宅内の段差の解消

引き戸などに扉を取替え

鍵の交換やブザーの設置など、防犯のための設備
交換や装置の取り付け
火災・ガス漏れ、漏電などの自動警報・通報装置
の取り付け

床や通路面の材料を滑らない安全なものに取替え

寝室とトイレの位置などの間取りを変更

地震や火災などの災害に備えた補強

玄関から道路までの段差の解消

廊下などの幅を車いすでも通れるように拡幅

緊急通報装置の取り付け

上下の移動のために、昇降機を設置（エレベー
ター、階段昇降機、段差解消機など）

その他

改造（リフォーム）はしていない

わからない

無回答
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※ 括弧内は「改造（リフォ

ーム）はしていない」者

を除いた割合 
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（３）リフォームのきっかけ（Ｑ９－ＳＱ１） 

リフォームのきっかけについてみると、「日常生活上で自ら必要性を感じて」が

70.5％を占め、次いで、「友人や知人、家族や親族のすすめ」が 7.6％、「自宅を訪問

してきた業者の勧誘」が 5.3％の順となっている。 

  

図４－２ リフォームのきっかけ（Ｑ９－ＳＱ１） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）施工業者以外の関与（Ｑ９－ＳＱ２） 

施工業者以外の関与についてみると、「工事を行った建築業者などとしか話をしてい

ない」が 70.5％を占め、次いで、「他の建築業者など（相談や見積りなど）」が 11.5％

となっている。 

 

 

３ 住宅や住環境に関する優先度及び虚弱化したときの居住形態 

  引越しをするとした場合に住宅や住環境で最も重視するのは、高齢者向け

に設計されていること。 

一方、身体が虚弱化した場合には、現在の住居に、特に改造などせずその

まま住み続けたいとする者が最も多い。 

 

日常生活上で自ら必要性を感じて

友人や知人、家族や親族のすすめ

自宅を訪問してきた業者の勧誘

ケアマネジャーやホームヘルパーなど福祉
や医療関係者のすすめ

新聞やテレビ、ラジオ、インターネットな
どで見聞きして（自治体の広報を除く）

自治体の広報（ホームページ、広報誌な
ど）を見て

電話による業者の勧誘

ダイレクトメールやチラシを見て

その他

無回答
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0.4
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平成17年 
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（１）住宅や住環境に関する優先度（Ｑ15） 

資金等の問題を考慮せずに新しい住宅に住み替え（引っ越し）をするとした場合の

住宅や住環境で重視する点についてみると、「手すりが取り付けてあったり、床の段

差が取り除かれているなど、高齢者向けに設計されていること」が 37.2％と最も高く、

次いで、「駅や商店街に近く、移動や買い物に便利であること」が 31.2％、「医療や

介護サービスなどが受けやすいこと」が 30.0％の順なっている。 

 

（２）虚弱化したときの居住形態（Ｑ16） 

自分の身体が虚弱化したときに住まいをどのようにしたいと思うかについてみると、

｢現在の住居に、とくに改造などはせずそのまま住み続けたい｣が 37.9％と最も高く、

次いで、「現在の住宅を改造し住みやすくする」が 24.9％、「介護を受けられる公的

な特別養護老人ホームなどの施設に入居する」が 17.9％の順となっている。 

年齢階級別にみると、75 歳以上では、｢現在の住居に、とくに改造などはせずその

まま住み続けたい｣とする割合が高く、年齢が低くなるほど｢現在の住宅を改造し住み

やすくする｣の割合が高くなっている。また、「公的なケア付き住宅に入居する」の割

合も年齢の低い層で比較的高くなっている。 

 
図７－１ 虚弱化したときの居住形態（Ｑ16）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現在の住居に、とくに改造などはせずその
まま住み続けたい

現在の住宅を改造し住みやすくする

介護を受けられる公的な特別養護老人ホー
ムなどの施設に入居する（*1）

公的なケア付き住宅に入居する

子どもや親戚などの家に移って世話をして
もらう

介護を受けられる民間の有料老人ホームな
どの施設に入居する（*2）

民間のケア付き住宅に入居する

その他

わからない

無回答

（*1）平成13年は「介護専門の公的な特別養護老人ホームなどの施設に入居する」
（*2）平成13年は「介護専門の民間の有料老人ホームなどの施設に入居する」
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４ 子供との同居 

  子供と将来同居と考えている者は４割と前回調査から減少している。 

 

・子供との同・別居（Ｑ17） 

子供との同・別居についてみると、「現在同居しており、将来も同居のまま」が 31.2％

と最も高く、次いで、「現在別居しており、将来も別居のまま」が 19.9％、「現在別居

しているが、将来はわからない」が 17.2％の順となっている。 

これを、将来の意向でまとめてみると、「将来同居（計）」が 41.1％と４割を占め、次
いで、「将来はわからない（計）」が 25.6％、「将来別居（計）」が 24.0％となっている。 
前回調査（平成 13 年）との比較では「将来同居（計）」の割合が減少し（46.8％→41.1％）、

「将来別居（計）」の割合が増加している（17.9％→24.0％）。 
 

 
図８－１ 子供との同・別居（Ｑ17） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 自宅内での転倒事故 

この１年間に自宅内で転倒したことのある者は１割を超え、85 歳以上では

４人に１人の割合となっている。 

また、転倒したことのある者の約６割が何らかのけがを負っている。転倒

した場合、女性の方がけがをする割合が高い。 

 

総数

将来同居
（計）

将来別居
（計）

将来はわ
からない
（計）

平成17年 (1,886人) 41.1 24.0 25.6

平成13年 (2,226人) 46.8 17.9 28.3

平成７年 (2,292人) 60.9 13.0 19.5

（注）平成７年は、子どもの同居の有無や将来の同居予定といった複数の質問を組み合わせて数値を出した

6.6

6.1

6.9
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子どもは
いない

現在別居しているが、
将来は同居する

現在同居しているが、
将来はわからない

現在同居して
おり、将来も
同居のまま

現在同居しているが、
将来は別居する

現在別居し
ており、将
来も別居の
まま

現在別居
している
が、将来
はわから
ない

その他
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（１）自宅内での転倒事故（Ｑ７） 

自宅内での転倒事故についてみると、この１年間に転んだことのある人は 10.6％   

と１割の人が自宅内で転倒している。 

   年齢階級別にみると、年齢が高いほど転倒事故の割合が高く、「85 歳以上」では

25.3％と４人に１人の割合となっている。 

 

（２）転倒した場所（Ｑ７－ＳＱ１） 

転倒した場所についてみると、「庭」が 26.5％と最も高いが、前回調査（平成 13 年）

と比較すると、「庭」の割合は減少し、「玄関・ホール・ポーチ」、「廊下」及び「浴室」

の割合が増加している。 

 

（３）けがの有無等（Ｑ７－ＳＱ２） 

自宅で転倒した人のけがの状況をみると、「けがはなかった」が 37.5％で、転倒し

た人の約６割が何らかのけがを負っている。 

 

図２－３ けがの有無等（Ｑ７－ＳＱ２）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

男女別にみると、「けがはなかった」は「男性」が 50.8％に対し、「女性」は 31.7％

で、「男性」は転倒した人の２人に１人がけがをし、「女性」は３人に２人がけがを

しており、転倒した場合、「男性」に比べて「女性」の方がけがをする割合が高くな

けがはなかった

打撲

すり傷、切り傷

ねんざ、脱臼、突き指

下半身の骨（腰の骨を含む）
を折った

上半身の骨を折った

骨を折った

縫うことが必要なけが

その他

無回答

（注）※は調査時に選択肢がなく、データが存在しないもの
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総数(N=200)
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っている。しかし、「女性」に比べて「男性」の方が、けがの症状が重度となる傾向

が見られる。 

 
 

６ 災害に備えてとっている対策 

  災害に備えた対策を何もしていない者は４割であり、前回と比べると減少

している。 

   

 ・災害に備えてとっている対策（Ｑ８） 

  地震等の災害に備えてとっている対策についてみると、「特に何もしていない」とする

者が 42.6％となっている。 

  前回調査（平成 13 年）と比較すると、「特に何もしていない」者の割合が約 14 ポイン

ト減少している。 

 

図３－１ 災害に備えてとっている対策（Ｑ８）（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

近くの学校や公園など、避難する場所を決め
ている

非常食や避難用品などの準備をしている

家族・親族との連絡方法などを決めている
（*1）

家具や冷蔵庫などを固定し、転倒を防止して
いる

地域の防災訓練などに参加している

自分が住む地域に関する地震や火災、風水害
などに対する危険性についての情報を入手し
ている（ハザードマップ、防災マップなど）

家族・親族以外で頼れる人との連絡方法など
を決めている

住宅の性能（地震や火災、風水害などに対す
る強度や耐久性）を専門家に見てもらってい
る

その他

特に何もしていない

無回答

（注）※は調査時に選択肢がなく、データが存在しないもの
（*1）平成13年は「家族との連絡方法などを決めている」
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７ 外出の状況 

 ６割近くの者がほとんど毎日外出しており、外出の手段としては「自分で

運転する自動車」の割合が増加傾向にある。 

自分で運転する自動車で外出するとした者の６割以上がほとんど毎日運転

している。自分で運転する者の２割近くが年齢や身体的な支障の有無にかか

わらず、車の運転を続けようと思っている。 

 

（１）外出状況（Ｑ19） 

外出状況についてみると、「ほとんど毎日外出する」が 59.7％と６割近くを占め、「と

きどき外出する」が 32.9％、「ほとんど外出しない」が 7.3％となっている。 

前回調査（平成 13 年）との比較では、「ほとんど毎日外出する」の割合が増加して

いる。 

 

（２）外出手段（Ｑ21） 

外出に利用する手段についてみると、「徒歩」が 57.7％と最も高く、次いで、「自分

で運転する自動車」が 38.9％、｢自転車｣が 30.2％、「家族などの運転する自動車」が

23.9％、｢バス｣が 18.8％の順となっている。 

過去の調査と比較すると、「自分で運転する自動車」の割合が増加傾向にあり、｢バ

ス｣の割合が減少傾向にある。 

 

（３）自動車の運転頻度（Ｑ21－ＳＱ１） 

自分で自動車を運転する人（Ｑ21 で「自分で運転する自動車」と回答した人をいう。）

の運転頻度についてみると、「ほとんど毎日運転する」が 64.1％と 6 割以上を占め、｢週

２、３回は運転する｣が 25.5％となっている。 

 

（４）今後の運転に関する意向（Ｑ21－ＳＱ２） 

自分で自動車を運転する人（Ｑ21 で「自分で運転する自動車」と回答した者をいう。）

の今後の運転に関する意向についてみると、「視力の低下などにより運転に支障を感じ

たら、車の運転をやめようと思っている」が 50.5％と半数を占め、次いで、｢一定の

年齢になったら、車の運転をやめようと思っている｣が 28.0％となっている。一方、「年

齢や身体的な支障の有無にかかわらず、車の運転を続けようと思っている」は 17.5％

となっている。 

図 11－５ 今後の運転に関する意向（Ｑ21－ＳＱ２） 
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